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研究成果の概要（和文）：組織変革における阻害・促進要因を、戦略の実行プロセスに着目して実証的研究を行
った。研究方法として、組織変革にかかわる分析フレームワークを提示し、事例研究として、キヤノン、花王、
東レ、ダイキン工業、パナソニック、ソニー、シャープから考察した。
分析の結果、組織変革の阻害要因として経営者の意思決定の内容・範囲・タイミング、協働システムの設計、職
務間のボトルネックを解消するクロスファンクショナル体制に課題があった。一方、促進要因として創発的戦略
を生み出す組織形態、イノベーションを生み出すオープンな組織文化、ダイナミックな組織学習などであること
が分かった。

研究成果の概要（英文）：Empirical study focused on the process of inhibiting and promoting 
organization transformation focusing on the execution process of the strategy.First, as a research 
method, we presented an analysis framework on organization transformation.We focused on 
organizational form, clarification of decision making, promotion of organizational learning.As a 
case study, I considered it from Canon, Kao, Torey, Daikin, Panasonic, Sony, Sharp.
As a result of the analysis, there was a problem in the cross-functional system to eliminate the 
content, scope and timing of management decision-making, design of collaborative system, and 
bottleneck between duties as a factor impeding organizational transformation. On the other hand, it 
turned out that it is an organization type that creates emergent strategies as an promoting factor, 
an open organizational culture that creates innovation, and dynamic organization learning.

研究分野：経営組織

キーワード： 組織変革　組織形態　組織学習　創発的戦略　意思決定　ダイナミック・ケイパビリティ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（１）組織変革研究の重要性 

企業が競争優位を実現できる期間は短く

なっており、一時的な優位（Temporary 

Advantage）をくさりのようにつないで、結

果として長期的に高い業績を得ている

（Wiggins and Ruefli, 2002）。つまり、組織変

革を常軌化させる企業活動が重要になる。し

かし、このような観点から組織変革の考察は

少なく、日常の組織ルーティン的な事業活動

とは切り離して研究が進められてきた。 

 

（２）組織ルーティンの慣性と組織変革 

本研究は次の 2つの視点で組織変革の阻

害・促進要因を考察する。第 1は、組織変革

のプロセスを比較的長期間、少なくとも前後

それぞれ十数年の戦略の実行プロセスを中

心として事業活動を考察することである。第

2は、競争優位の持続性の研究は、企業の連

続性と安定性を保証する遺伝子のようなも

のとして、組織ルーティン（Nelson and 

Winter,1982: Pentland and Rueter,1994:藤

本,2000:大月,2005a;2005b;2006; 2010;1016）が

安定から変化するプロセスを実証的に解明

する必要性がある。 
 
２．研究の目的 
（１）組織変革の内在性要因の解明 

企業組織が持続的成長と発展する要因を

明らかにするため、組織変革における阻害・

促進要因を、実証的に解明することが主な研

究目的である。最初に、組織変革を成功させ

る競争優位の源泉要因について、経営理念の

機能に照準を合わせて考察した（槇谷,2012）。

しかし、その解明には、本質的に内生性の問

題を考慮しなければならないことが明らか

になった。つまり、別の要因によって左右さ

れるモデレーティング効果の影響を分析し、

その事実から検討する必要があった。 

 

（２）組織変革メカニズムの解明 

本研究は既に数社の事例分析から、仮説と

して内在すると考えられる間接的な 4要因を

提示した。第 1は、組織変革の断行、第 2は、

組織形態の変化、第 3は、意思決定の明確化、

第 4は、組織学習の促進である。これらの要

因の相互作用のメカニズムを解明すること

により、企業の合理的な側面と人間の非合理

的な側面を統合する機能の探求を行った。 
 
３.研究の方法 

（１）組織変革の分析フレームワーク提示 

研究目的は、組織変革における阻害・促進

要因を、戦略化のプロセスと組織化のプロセ

スに着目して、実証的に解明することである。

研究方法は、最初に、組織変革にかかわる要

素をとりあげた分析フレームワークを提示

した（図 1）。 

図 1：組織変革の分析フレームワーク 

 
 

 

 

出所：槇谷(2016a,p.10) 

次に、組織変革に関わる理論的系譜を最近

の文献を収集・調査し体系的に整理した。事

例実証研究の段階では、主にダイナミック・

ケイパビリティの形成プロセスに着目する

と同時に、新たに事例企業を加えて既に提示

した仮説モデルの修正を行った。 

組織変革と隣接した概念として使われて

いる用語として、改善、改革、革新との相違

点を、「漸進的－不連続的」、「理念主導－戦

略主導」、という 2 つの軸で体系化し整理し

た。 

 



その結果、ダイナミック・ケイパビリティ

のミクロ的基礎(Teece,2007)のフレームワー

クでは、組織化の特性と形態、組織変革の特

性と形態について、十分に議論が展開されて

いる訳ではないことが明らかになった。 

また、組織変革の既存研究（内野,2006）

の体系について整理し、組織論における研究

成果の理論モデルの位置づけを、「資源活用

系－知識創造系」、「環境適応系－自己組織

系」に区分した 2つの軸を提示することで確

認した。その結果、戦略論で展開されてきた

組織能力の議論と、組織論で展開されてきた

組織学習の議論が密接に関係していること

が示唆された。組織変革の実証的解明のため

の分析フレームワークから、次の 2つのイン

プリケーションが導き出された。 

第 1に、環境変化に適応し自己組織化する

プロセスでは、組織能力と組織文化との関係

の中で組織変革を時間展開によって考察す

る必要性がある。 

第 2に、資源活用し知識創造するプロセス

では、組織学習と組織関係の相互作用を通し

て組織変革を時間展開によって考察する重

要性である。 

さらに、組織変革を成功させる競争優位の

源泉となる要因の解明のため、事例実証分析

によって、組織変革の分析フレームワークの

修正を行った。 

 
（２）事例実証分析 

7 社（キヤノン、東レ、花王、ダイキン工

業、パナソニック、ソニー、シャープ）の事

例による実証分析から、間接的な 4要因を仮

説として提示した。  

仮説として提示した 4要因とは、(1)組織変

革の断行、(2)組織形態の変化、(3)意思決定の

明確化、(4)組織学習の促進である。そのうえ

で、次の 3つの段階に分けて、事例実証分析

を行った。 

第 1段階では、キヤノン、花王、東レ、ダ

イキン工業の十数年間を、文献調査、公表資

料、新聞記事等で分析した。さらに、組織変

革の阻害・促進要因を、組織と人間との関係、

組織と外部環境との関係の二方向から検討

した。 

第 2段階では、同様の研究方法により、パ

ナソニック、ソニー、シャープの十数年間を、

文献調査、公表資料、新聞記事等で分析した。

さらに、組織変革の阻害・促進要因を、組織

と人間との関係、組織と外部環境との関係の

二方向から検討した。 

第 3段階では、同様の研究方法により、日

立製作所、三菱電機、東芝の十数年間を、文

献調査、公表資料、新聞記事等で分析した。

さらに、組織変革の阻害・促進要因を、組織

と人間との関係、組織と外部環境との関係の

二方向から検討した。 

 以上、3 段階の事例実証分析により、組織

変革の 4 要素と 8 つの促進要因を整理した

（図 2）。 

図 2：組織変革の 4要素と 8の促進要因 

 

出所：槇谷(2016b,p.28) 

 
４．研究成果 

組織変革の阻害要因の研究結果から、次の

7点が明らかになった。第 1は、経営者によ

る意思決定の内容・範囲・タイミングである。

第 2は、協働システムとインセンティブシス

テムの同期化である。第 3は、経営者チーム

形成によるステークホルダーマネジメント

である。第 4は、トップとメンバーの協働を

生み出すマネジャー機能である。第 5は、組

織メンバー間の相互作用と主体的役割認識



である。第 6は、クロスファンクショナル体

制整備である。第 7は、職務間ボトルネック

である。 

一方、組織変革の促進要因の研究結果から、

次の 4点が明らかになった。第 1は、機能別

組織能力からグループ全体のダイナミッ

ク・ケイパビリティ形成である。第 2は、創

発的戦略を促進させるクロスファンクショ

ナルでフラクタルな組織形態による組織学

習である。第 3 は、M&A（合併・買収）後

の組織関係を促進させるリエゾン・マネジメ

ントの機能向上である。第 4は、イノベーシ

ョンを創出するオープンな組織文化の形成

および変革である。 

知識創造による SECIモデル（Nonaka and 

Takeuchi,1995）の援用と、事例実証分析の結

果、戦略的組織ルーティンの創造からダイナ

ミック・ケイパビリティの形成についてモデ

ル化を試みた（図 3）。 
図 3：戦略的組織ルーティンの創造からダイナ
ミック・ケイパビリティの形成へ 

 
出所：槇谷（2016c,p.178） 

事業撤退の意思決定とグローバル戦略の

展開による組織変革の断行で、環境に適応で

きなくなった組織ルーティンを破壊する必

要がある。 

そこでは、提携戦略とM&A（合併・買収）

の展開場面において、意思決定基準の明確化

が必要になる。理念経営の体制整備による組

織メンバー間の方向性の確認と一体化が図

られる。 

新たな環境に適応する戦略的組織ルーテ

ィンが安定することによって、競争優位のダ

イナミック・ケイパビリティが形成されるに

は、システム・制度の再設計と、戦略的 CSR

（企業の社会的責任）とダイバーシティ・マ

ネジメントの体制整備など、組織形態の構築

がトップ主導によって戦略実行段階に組み

込まれる必要がある。それらの組織形態の場

によって、組織メンバーの役割認識が高まっ

てくる。 

事業撤退の意思決定とグローバル戦略の

展開などの組織変革の断行において、メンバ

ー間の相互作用による組織学習が促進され

ることで、一時的に安定した戦略的組織ルー

ティンは、新たな環境適応に向けて戦略的組

織ルーティンが変化する。そこで、戦略と組

織の共進化がもたらされ、ダイナミック・ケ

イパビリティの形成となり戦略的組織ルー

ティンが形成される。その基盤には、コーポ

レート・ガバナンスが位置づけられ、新事

業・新製品を創出するイノベーションによる

多角化がある。 

このように、一連の組織ルーティンを同期

化することで、戦略的組織ルーティンが形成

される。しかし、安定した戦略的組織ルーテ

ィンは同時に変化させなければならず、さら

に、新たな戦略的組織ルーティンの創造へと

繋げることが、企業の持続性を保証するメカ

ニズムである。ダイナミック・ケイパビリテ

ィとは、これら一連の組織ルーティンの破壊

から、戦略的組織ルーティンの創造をルーテ

ィン化させることであった。 
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